
高齢者の認知機能障害に応じた消費者トラブルと
対応策の検討に関する研究

～医療福祉関係者の声から生まれた 支援ガイドブックについて～

※本資料に記載されている内容のうち、意見にわたる部分は、いずれも個人的な見解であり、消費者庁の公式な見解を示すものではありません。

令和８年３月

消費者庁新未来創造戦略本部
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テ ー マ：「認知症患者における消費者被害の実態調査と医療福祉関係者向けガイドブックの作成」（2024～2025年度）
研究概要：認知機能障害等の内容と消費者トラブルの関係について、消費生活相談情報では現れない部分まで把握するため、

専門家である医療福祉関係者を通じて実態調査（アンケート・インタビュー）を行い、被害防止のための資材を作成。
研究リーダー：成本 迅 京都府立医科大学大学院教授

医療福祉関係者アンケート調査（500名） インタビュー調査（アンケート協力者のうち26名）

研究報告書 医療福祉関係者向け
ガイドブック

患者・家族向け
ガイドブック

2026年3月：
リサーチディスカッションペーパー
2025年6月：
プログレッシブレポート（アンケート調査等）

見守り活動などを行う関係者の連携に向けた課
題等を踏まえ、認知機能障害と消費者トラブルの
関連性の理解を促しつつ、相談窓口や対応フロー
等を記載したガイドブックを作成。

認知機能障害の患者の周りの方や専門知識のな
い方への理解を促進することの重要性を踏まえ、医
療福祉関係者から患者・家族に配布するための啓
発資材も追加して作成。

・軽度段階から「気づき-初動-連携」を支える必要性を関係者に理解してもらうことが重要（①、②）
・実効的な見守りネットワークの促進など、支援者間の情報共有と連携体制の整備が重要（③）

消費者行政に関する主な示唆

成果物

51.4% 13.2% 10.8% 8.6% 16.0%

医師 看護師 社会福祉士
ケアマネジャー その他・無回答

＜回答属性＞被害者等の診療経験がある医療福祉関係者

＜主な結果＞
①中等度認知症、軽度認知症・MCIの段階での被害件数が多い
※MCI＝ Mild Cognitive Impairment（軽度認知障害）

②MCI当事者では、「対人接触型の販売手法」の被害が多い
③相談や連携の初動は、家族や地域包括支援センターが多い

＜主な結果＞追加的なヒアリングにより、アンケート調査の結果が補強・裏付け

 ①・・ 26例中、重度は少数（中等度：13、軽度（軽度認知症・MCI）：9)
 ②・・ 居住形態や家族・地域との関係といった心理社会的脆弱性が被害の発

生・長期化に密接に関連することが示唆
社交性の高さ、孤独感、不安、経済的余裕などの要因が重なり、対応

機会の増加や断りにくさ、周囲の気づきの遅れを通じて、被害リスクが増幅
することが示唆

 ③・・ 消費生活センターとの連携に関して、守秘義務や個人情報保護への懸
念から、相談や情報共有の範囲に迷いが生じているなどの制約が明らかに

深
掘
り

研究の全体像
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医療福祉関係者を含めた見
守りネットワークの促進

トラブルの早期発見・予防
的支援

連携なし 

44人

地域包括支援
センター

消費生活
センター

その他

連携なし
約21%

医療福祉関係者の
最初の連携先

相談窓口個人情報

被害発見の
きっかけ

求められる
役割

他機関との
連携

患者さんへの
伝え方

連携した
46人

連携していない
123人

不明・その他
 39人

最終的な
消費生活センターとの連携

連携率
約22%

ガイドブックの配布により

初動対応の壁
・医師による消費者被害に関する呼び
かけは、本人の尊厳への配慮が必要で
あり伝え方が難しい。
・本来業務ではない医療者が介入する
ことにより、警戒を招く可能性がある。
・時間的制約がある。

連携時の壁
・対応時に得た個人情報等をどこまで
他機関へ共有してよいか分からない。
・どこへ相談すればよいか迷う。
・組織内や連携時の役割分担が不明瞭
なため、対応範囲が分からない。

要望の声も…
・医師等からの受診者への疾患啓発活
動や、事例共有がトラブルの予防に有
効だと思う。
・診断後に受診者や家族に配布したり、
病院内に設置できる公的なパンフレッ
ト等があれば望ましい。

気づきの重要性
・軽度段階こそ最も被害リスクが高い
が、最も発見しにくい。
・被害は本人が気づかず、発覚は家
族・医療福祉関係者・地域の第三者等
による偶発的な気づきに依存。

N=208

に繋げる

発見時の初動対応・連携の
円滑化

インタビュー回答者からの声

家族
（親族）
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ガイドブックの作成について
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ガイドブックの全体像

医療福祉関係者向け
（Ａ４サイズ／６面）

患者・家族向け
（Ａ４サイズの３つ折り／６面）

【掲載内容】被害発見のチェックポイント（診察時

等）、対応・連携フロー、被害ケース、対応事例等

【掲載内容】相談窓口、よくある手法、声かけの例、

気づきのポイント、相談前のチェックポイント等

見守り活動などを行う関係者の連携に向けた課題等を

踏まえ、認知機能障害と消費者トラブルの関連性の理

解を促しつつ、相談窓口や対応フロー等を掲載。

認知機能障害の患者の周りの方や専門知識のない方

への理解を促進することの重要性を踏まえ、医療福

祉関係者から患者・家族に配布するための啓発資材。
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お手元の資料を
ご覧下さい
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ガイドブックの全体像

医療福祉関係者向け
（Ａ４サイズ／６面）

患者・家族向け
（Ａ４サイズの３つ折り／６面）

【掲載内容】被害発見のチェックポイント（診察時

等）、対応・連携フロー、被害ケース、対応事例等

【掲載内容】相談窓口、よくある手法、声かけの例、

気づきのポイント、相談前のチェックポイント等

見守り活動などを行う関係者の連携に向けた課題等を

踏まえ、認知機能障害と消費者トラブルの関連性の理

解を促しつつ、相談窓口や対応フロー等を掲載。

認知機能障害の患者の周りの方や専門知識のない方

への理解を促進することの重要性を踏まえ、医療福

祉関係者から患者・家族に配布するための啓発資材。
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活用例
・セミナー、講演会
・社内勉強会
・窓口での配布 等

※３月１日時点

配布先（約1500冊配布済）
・福祉団体
・事業者団体
・法テラス
・生活協同組合
・金融機関
・消費生活センター
・地域包括支援センター
・地方公共団体
・医療機関 等

大変好評を
いただきました！

前回研究におけるガイドブック

消費者庁HPで公表

前回研究では･･･（研究期間：2021年４月～2022年7月）

・高齢顧客への対応に関する工夫や課題について民間企業30社に
アンケートとヒアリングを実施

・全国の消費生活センター等で受け付けた「判断不十分者契約」
に関する消費生活相談の傾向を、テキストマイニングで分析

消費生活センター等での相談対応や企業での認知症等の
消費者への対応の向上を目指したガイドを作成
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展開イメージ

診断後・対応時配布

講演会・勉強会等での活用

院内設置

関係機関窓口での配布

消費生活センター、
医療福祉機関

etc

アンケート調査にご協力いただいた医療福祉関係者が所属する学会

全国の消費生活センター
へ配布予定
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客員研究官等からのコメント （敬称略・五十音順）
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上野大介
客員主任研究官

インタビュー調査を通じて、日常業務の中で想像以上に多くの消費トラブルに
直面されている実態を知り、そのご負担の大きさと責任の重さを改めて認識いた
しました。同時に、本来の専門領域ではない消費問題への対応に、手探りで向き
合われている姿勢に深い敬意を抱いております。
高齢の方々が自ら消費トラブルに気づき、適切に対処することは必ずしも容易

ではありません。認知機能や社会的孤立などの要因が重なる中で、周囲の専門職
やご家族が早期に気づき、適切な支援機関へつなぐ役割は今後ますます重要にな
ると実感しております。
本成果が、被害予防に資するだけでなく、日々現場で悩みながら支援にあたっ

ておられる医療・福祉関係者の皆様、そしてご家族の皆様の一助となることを心
より願っております。

京都女子大学現代社会学部現代社会学科准教授

医療現場は高齢者の異変に接する貴重な「気づきの窓」ですが、現状、その
気づきが消費相談窓口との具体的な連携に繋がる仕組みは十分ではありません。
本調査により、現場の医療福祉関係者が専門機関との確かな繋がりを強く求

めていることが浮き彫りとなりました。被害防止は現場の孤軍奮闘ではなく、
両者が垣根を越えシームレスに連携して初めて実現します。本成果が、地域に
おける見守り体制の充実に寄与することを切に願います。

江口洋子
客員主任研究官

慶應義塾大学医学部精神・神経科学教室特任助教



客員研究官等からのコメント （敬称略・五十音順）
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加藤 佑佳
客員主任研究官

インタビューを通じて、日々の支援の中で重ねられている対応や悩みに直接
触れ、多くの学びと気づきを得ることができました。同時に、悪質な手口が想
像以上に身近に存在している実態にも改めて考えさせられました。
こうした結果を踏まえ、MCI・軽度認知症段階からの気づきと連携を促す実

践的ツールとして本パンフレットを作成しました。被害は特別な出来事ではな
く、誰にでも起こり得ます。私どもの取り組みが早期の気づきと支援につなが
る対話のきっかけとなれば幸いです。  ぜひたくさんの方に手にとっていただき
たいです。

京都府立医科大学大学院医学研究科精神機能病態学講師

大矢希
客員主任研究官

京都第二赤十字病院こころの医療科医長

医療機関で確認される認知機能低下や精神症状が、必ずしも直接的に消費者
被害と結びつくとは限りませんが、生活や会話の中に現れる小さな違和感に周
囲が気づくことが、被害の早期発見につながると考えられます。また、その後
に本人の自尊心にも配慮しながら関わり続け、関係機関と連携していくことに
よって、さらなる被害の拡大を防ぐことが可能になります。
消費者被害の問題は、病院に通院しているかどうかにかかわらず、地域で暮

らす高齢者を支えるうえで重要な視点です。本研究および本パンフレットが、
被害への気づきと関係者の連携を早い段階から促す実践的なツールとして活用
されることを願っています。



客員研究官等からのコメント （敬称略・五十音順）
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品川俊一郎
客員主任研究官

今回の調査から明らかになったのは、消費者被害はMCIの段階からすでに始
まっているということです。まだ自立している軽度の時期こそ、最も注意が必
要です。その意味で、医療は最前線のセンサーになりえます。日常的に高齢者
と関わる医療・福祉職こそが、最初のサインに気づける立場にあります。
今後は、医療・福祉と消費者保護を切り分けるのではなく、一体として支え

ることができる連携体制を構築することが重要です。

東京慈恵会医科大学精神医学講座教授

高比良直子
客員研究官

今後の高齢者の消費者被害防止対策を考える上で、大変意義深い取り組みがで
きたことに感謝いたします。今回の調査では、高齢者に関わる機会の多い、医
療・福祉に従事されている皆様からのアンケート及び聞き取り結果から、消費生
活センターで相談を待っている立場ではわからない、高齢者の認知機能と消費者
被害の関係性や、見守り者の視点からの気づきやお考えについて知ることができ
ました。また、結果を基に作成した2種類のパンフレットにつきましては、医療・
福祉の現場と消費生活センターを繋ぐツールとして、ぜひとも現場で活用してい
ただければと思います。今回の取り組みが、医療・福祉関係者と消費生活セン
ターの連携を促し、高齢者の消費者被害を迅速に防ぐための布石となることを
願っております。

公益社団法人全国消費生活相談員協会消費者教育研究所研究員(消費生活相談員）



客員研究官等からのコメント （敬称略・五十音順）
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樋山雅美
客員研究官

今回のインタビューでは、周囲からの報告で被害に遭っていたことを知った
というケースがたくさんありました。また、詐欺に気づいてもどうすればよい
のか分からない、というお声も少なくありませんでした。
現場の皆様は、対応の限界を感じ、連携の必要性を強く感じておられます。

私たちにできることは、気づきのきっかけを作ること、気づいた後の行動を分
かりやすくお知らせすることだと感じます。この研究が、消費者被害を防ぐ地
域の輪の広がりの一助になれば幸いです。

一般社団法人日本意思決定支援推進機構リサーチフェロー

成本迅
客員主任研究官

京都府立医科大学大学院医学研究科精神機能病態学教授

本研究は、認知機能障害と消費者トラブルの関係を医療・福祉の現場の視点
から明らかにし、早期の気づきと連携の重要性を示した点に大きな意義があり
ます。
特に、軽度認知症やMCIの段階から被害が生じ得ること、そして医療福祉関係

者と消費生活センター等との連携が重要であることが示されました。
今回作成したガイドブックが、医療・福祉・地域の関係者の間で活用され、認
知機能障害のある方の消費者被害の予防と早期対応につながることを期待して
います。



おわりに

研究成果は
当庁ウェブサイトでも公表！

https://www.caa.go.jp/policies/
future/icprc/research_003

成果物イメージ

リサーチ・ディスカッション・ペーパーと併せ、
ガイドブックを公表・全国の関係機関へ配布
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